
【報告事項】 

Ⅰ 令和 8 年度事業計画書 

（令和 8 年 4 月 1 日から令和 9 年 3 月 31 日まで） 

 

Ⅰ．初めに 

令和 7 年度は、「航空整備士の人材確保に向けた動画プロモーション（短尺動画）」の

作成や、新入会キャンペーンを活用した e.TEAM ANA 、JAL・JAL エンジニアリング 

からの新規入会会員の獲得、無利子貸与型奨学金制度への応募者増など航空の裾野拡大

を中心とした公益目的事業をしっかりと実施して参りました。また、令和 9 年 2 月末の

賃貸契約満了に向けた事務所移転費用を確保すべく予算編成を行いましたが、賛助会費

や事業収益も予算を上回ったため、収支は予算からかなり改善することが見込まれます。 

令和 8 年度は、以下の考え方に基づき予算を策定し事業を実施していく事とします。 

・ プロジェクト体制を構築して、令和 9 年 2 月末を期限とする事務所移転を、令和 8

年度内に確実に実施する。なお、公益目的事業会計の令和 6 年度当期一般正味財産

増減額の黒字約 468 万円は本件で費消する（収支相償）。 

・ 人的リソースの手当を行い、令和 6 年度会計基準を令和 9 年度より導入するための

準備を完遂する。 

・ 定期昇給を確保し、世間動向に応じた賞与係数水準を実現する。なお、単年度の特殊

要因により費用が増加し赤字予算となるが、赤字額は管理可能な範囲に抑制する。 

事業収益に関しては、 

・ 受取会費：正会員・賛助会員確保のため、新規入会を促す取り組みを継続、「航空技

術」の一層の魅力向上。退会を抑制するために価値を感じてもらえる取り組みの実

施。 

・ 技能評価試験：航空局と緊密に連携して特定技能評価試験を確実に実施し、規模の

維持を図る。 

・ 図書頒布事業：販売ルートの新規開拓などによる売り上げ増。 

・ 訓練養成事業：講習会ニーズの掘り起こしと受託講習会の拡充。 

費用に関しては、 

・ 裾野拡大：航空技術産業セミナー、航空機整備技能コンテストの実施。航空教室の見

直し、協会の知名度向上策の実施。 

・ IT 環境の整備：事務所移転の機会なども活用した仕事の効率化の促進。 

 

なお、令和 8 年度事業活動は、後述の通り事業別に重点をおいて取り組みますが、こ

れらを着実に実施することにより、当協会としての使命や役割を発揮すべく引き続き注

力してまいります。 

 



Ⅱ. 事業活動 

１．公益事業の推進 

（１）航空技術・航空安全への普及啓発 

・航空教室 

航空教室は、年間計画において４回の実施を目標とします。実施内容については、

羽田地区での主催開催に加え、他団体との共催による女性航空教室や、東京地区以外

での開催を計画します。賛助会員企業様の協力を得て、より分かりやすく、興味深い

内容としていきます。小・中学生のみならず家族みんなが航空ファンになってもらえ

る内容とし、航空に対する保護者の理解促進を図ることに努めてまいります。また、

裾野拡大は JAPA や ATEC など他団体や航空局との連携をとり、検討・実施に努め

てまいります。 

 

・シンポジウム 

以下の 3 件を実施予定です。「空の日・宇宙の日」記念特別講演会、「飛行機シンポ

ジウム」、「航空安全シンポジウム」。過去の参加者のアンケートを吟味し、より多く

の方の航空への関心を高めるとともに、航空安全の普及啓蒙となるよう講演内容の充

実を図ってまいります。なお、上記の内、本協会が単独で主催する「航空安全シンポ

ジウム」については、昨年度同様会場での実開催とオンラインを併用した開催とし、

より多くの方にご参加頂けるよう準備を進めてまいります。 

 

・キャンペーン・ポスター 

航空機の安全を更に推進する活動として、航空業界共通の課題発生時、必要により

注意喚起、情報共有に関するポスターを航空運送事業会社、整備・製造会社、空港関

連事業会社、宇宙関連事業会社、海外メーカー、商社、航空専門学校及び大学（航空

関係学科）、官公庁など航空関係部門に広く周知してまいります。 

 

（２）航空界の活動支援及び能力開発 

・講習会 

令和 8 年度は昨年度に引続き、更なる受講者の獲得を目指し講習会内容や販促活動

の充実を図ります。そのため、講習会ユーザー企業様への積極的なヒヤリングや提案

などを行いつつ、既存講習会のリニューアルや、新たな講習会、カスタマイズした受

託講習会などの設定に取組みます。また、ユーザー様が速やかに受講する科目を選定

していただける様、ご案内表記や科目構成などの整理を継続します。  

中期的課題として、講習会の持続的な運営に向けた基盤整理について、昨年度まで

の知見を参考にしつつ取組みを始めます。講習内容や講習実施形態、講師の確保など

基本的な考え方を整理します。 



当協会教室における講習会については、根強い要望のある対面での講習に加えて、

主に遠方のユーザーの利便性を鑑みたオンライン講習の継続とともに、講習内容のデ

ジタル化の検討と環境整備（記録/オンデマンド配信など）に取組みます。 

 

・機関誌「航空技術」 

協会による独自取材を含め、航空技術に関するタイムリーな情報提供に努めます。

誌面内容の更なる満足度向上のため、6 月にアンケートを実施し、幅広く意見を聞い

た上で読者ニーズに応える改善を進めます。改善の方向性としては各年齢層に適した

記事内容と見やすい誌面構成を重視します。具体的に若年層向けには取材動画の紹介、

Web 連動企画、学校の活動内容の紹介記事掲載等、中間層向けには実務に直結する

ような内容、ベテラン層にはより深い内容の技術的記事などを目指します。これらを

通じて業界のプロフェッショナルに支持される専門誌を目指します。 

 

・航空従事者に関わる支援養成事業 

令和 5 年度に新設した、無利子貸与型奨学金制度（「航空整備士育成支援プログラ

ム」）については、初年度 41 名、2 年目 57 名、3 年目の令和 7 年度は 87 名と応募者

数は徐々に増加、応援企業も当初の 2 社から 8 社へと増加しています。 

プログラムも 4 年目となり、徐々に卒業生も出てくる現状を踏まえ、プログラムの

評価を実施し、効果的な制度の検討を進めていくこととします。 

また、給付型助成である奨励金制度については、支給対象者を航空整備士学科以外 

の学生会員を対象に支給します。 

令和 8 年度も奨学金、奨励金制度を通じて学生会員の支援養成事業を進めてまいりま

す。 

 

（３）航空技術者の育成と航空界貢献者の表彰 

・「会長賞」 

「会長賞」は【企業・団体部門】及び【学校部門】に分類し、賛助会員や航空業界

のみならず他業界からも広く推薦を募り、表彰審議会において審査を行い、航空の技

術・安全・品質の発展に資する活動及び航空技術者の育成に寄与したと認められるも

のを表彰してまいります。 

企業の商品･サービスとして開発した大型製品（含む開発過程）や、企業の商品生産･

サービス提供のための大規模施設設備の開発案件、又は、国立研究開発法人等の事業

の成果（含む開発過程）が「会長賞」に選定された場合には、それ以外の案件から 

もう 1 件「会長賞」を授与することで、表彰の機会拡大を図ってまいります。 

 

・「叙勲」、「褒章」、「国土交通大臣表彰」、「東京航空局長表彰」、「大阪航空局表彰」 

内閣府賞勲局、国土交通省航空局、東京航空局、大阪航空局への推薦団体として、

賛助会員各社より推薦された候補者を厳正に審議し、「叙勲」「褒章」ならびに「国土



交通大臣表彰」「東京航空局長表彰」「大阪航空局表彰」の各賞へ推薦を行ってまいり

ます。 

（４）情報の発信、調査研究 助言・提言事業 

「国土交通省交通政策審議会 航空分科会 技術・安全部会」や航空広報戦略推進協議

体に参画し、他の関連団体などとも密接に協力して、グランドハンドリング業界や整

備士の人材不足への解決策の立案、実施に貢献します。 

 

・コンサルタント業務 

実践的かつ専門的な能力を育成することを目的とする文部科学省「職業実践専門課

程」の教育課程編成委員会及び学校関係者評価委員会に、引き続き航空専門学校の学

外委員として参画し、助言・提言を行います。 

 

・航空広報戦略推進協議体 

 航空機整備士・製造技術者養成連絡協議会、航空機操縦士養成連絡協議会の共通ワ

ーキンググループである裾野拡大ワーキンググループを、新設の「広報戦略推進協議

体」に引き継ぐ形で発展的解消としました。 

令和 8 年度も引き続き、本「広報戦略推進協議体」の事務局として運営に参画し、

「女性航空教室」の開催や、航空整備士プロモーション動画の作成等活動の基盤を担

ってまいります。 

 

・特定技能評価試験事業 

空港グランドハンドリング、航空整備とも、1 号評価試験については、安定した運

営を行っております。2 号評価試験については、令和 7 年度は、グランドハンドリン

グ、航空整備ともに東京で実施しました。令和 8 年度も高い技能水準を有する外国人

材育成の一助となるように試験実施機関としての役割を果たしてまいります。また、

空港グランドハンドリングにおいては、令和 8 年度より業務範囲の拡大（旅客ハンド

リング業務、機内食等の運搬・搭降載業務、航空燃料取扱業務）が正式運用になる予

定であることから、試験問題、学習教本の改訂等、試験実施機関として必要な準備を

進めております。試験開催地については、初開催地として令和 7 年度には国内で千葉

（成田）、海外ではバングラデシュで試験を実施しており、令和 8 年度も各関係機関と

調整しながら、新たな開催地の追加などに対応した試験運営を進めてまいります。 

なお、空港グランドハンドリングの評価試験の CBT 化については、国内外で引き

続き多くの受験者を集めているものの、エントリー数には陰りが見え始めてきました。

さらに、航空分野は一旦育成就労制度の対象外となったため、今後の動向を引き続き

注視する必要があり、令和７年度においては見送りました。CBT 化の是非については、

状況に変化が認められれば、改めて検討を再開します。 

 

・国土交通省 交通政策審議会 航空分科会 技術・安全部会等 



「国土交通省 交通政策審議会 航空分科会 技術・安全部会」および「持続的な発展

に向けた空港業務のあり方検討会」の委員として参加し、必要な提言を行ってまいり

ます。 

 

・専門委員会 

事業計画の遂行にあたり、総務、出版、航空技術編集、整備士制度、シンポジウム、

グランドハンドリング、訓練各専門委員会及び表彰審議会を開催し、各委員及び委員

会下部検討会メンバーの協力を得つつ積極的に活動し、課題の対応を含め成果の獲得

につなげてまいります。 

 

・調査研究 

航空局からの受託業務に関しては、受託機会の確実な取込みを行い、整備士養成な

どの諸課題解決に寄与する活動を行ってまいります。 

 

２．収益事業の推進 

図書頒布事業 

・図書の発行 

航空工学講座本等は、引き続き計画的な改訂を実施していきます。令和 8 年度は第

1 巻「航空力学」、第 4 巻「航空機材料」、第 5 巻「ピストン・エンジン」の部分改訂、

および「航空機の基本技術（グリーンブック）」の部分改訂を実施します。 

航空工学講座本等以外にも、航空局の発行するサーキュラーをまとめた追録第 63 号

（令和 7 年 6 月 20 日以降発出分）の発行を目指します。 

なお、第１弾「現役航空整備士が書いたかなりマニアックな飛行機豆知識」（2021 年

10 月刊行）、第 2 弾「ヘリコプター豆知識」（2024 年 07 月刊行）の続編として、航空

業界の裾野拡大の観点から航空機整備の魅力を高校生・大学生を中心に一般の読者に

伝えるため、「かなマニ」シリーズ第 3 弾「航空機整備豆知識（仮題）」を準備・刊行

いたします。 

また、関連する取り組みとして、当協会会員の獲得・会員へのサービス向上を目指

して、ホームページに掲載している「学科試験能力診断テスト」の運用を継続して行

きます。 

 

・図書頒布（図書の販売） 

航空工学講座本等は、航空専門学校等の教科書的な位置付けが強く、コロナ禍の学生

数減少により販売実績の低位な状況が継続しています。 

その他の図書については、令和 8 年度も引き続き都市部の大型書店等を中心に販売ルー

トの新規開拓等の販売促進活動を実施します。併せて既存の当協会発行図書の取扱書店

も定期的に訪問し、図書目録等の販促ツールの提供等、引き続きの取扱協力のお願いを

実施してまいります。なお、当協会発行図書の取扱書店は、定期的に「航空技術」誌に掲

載するなど、周知を図ってまいります。 



また、「かなマニ」シリーズ第 3 弾の刊行に加えて、機関誌「航空技術」の記事のうち

好評なものの単行本化等、収益増への取り組みについて検討を実施します。 

 

３．公益法人事業基盤の整備 / その他 

令和 7 年 4 月施行の公益法人制度改正に伴い、令和 10 年度から義務化される「令和 6

年度会計基準」の導入に向け、人的リソースの確保と体制整備を行い、令和 8 年度中に準

備を完遂します。これに合わせ、新会計基準とのインターフェース調整のため一時中断し

ていた「改正電子帳簿保存法」への適合についても、新経理システムの検討を再開し、効

率的なシステム移行を図ります。 

また、空港施設(株)との事務所賃借契約が令和 9 年 2 月末に満了することを受け、事務

所を移転します。移転先は川崎市の物件を第一候補として準備を進めます。当協会の前身

である日本航空機関士会の発足から 100 年目という節目の年に、新たな拠点において活

動を継続してまいります。 

併せて、令和 7 年 4 月から施行された公益法人制度改正に基づき外部理事および外部

監事を選任するための調整を進めるとともに、事務所移転に伴う定款変更、各種契約およ

び内規の全面的な見直しを実施します。これら一連の対応を通じて、持続可能な業務実施

体制の構築を推進してまいります。 

 


